
 

第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

奈良県準備委員会 第１回競技運営専門委員会 次第 

 

 

令和４年１月 25日（火）13：30～ 

奈良県コンベンションセンター 206会議室 

 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ  

 

３ 委員紹介 

 

４ 報告事項 

設立総会、第１回総会、第１回常任委員会概要及び議決事項 

 

５ 審議事項 

（１） 競技運営専門委員会で主に審議等を行う事項（案） 
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第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 奈良県準備委員会 

 第１回 競技運営専門委員会 資料目次 

 

 

《 審議事項 》  

 

（１） 競技運営専門委員会で主に審議等を行う事項（案） 

・・・P 2、3 

（２） 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

競技役員等養成（案）について               ・・・P8 

  ・国民体育大会各競技会開催にあたる競技役員編成基準      ・・・P 4～6 

（日本スポーツ協会 令和２年 10月 15日 改定）  

・参考資料：2028長野大会 審判員・要資格運営員養成目標数   ・・・P7 

 

《 決定した方針等 》 

 ○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会奈良県準備委員会会則 

                                  ・・・P 10～14 

○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会奈良県準備委員会組織図  

・・・P 15 

 ○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会開催基本方針 

                                  ・・・P 16 

 ○ 総会から常任委員会への委任事項 

                                   ・・・P 17 

 ○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

奈良県準備委員会専門委員会規程                 ・・・P18、19 

○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

競技役員等編成基本方針                     ・・・P 20、21 

○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

競技役員等養成基本方針                      ・・・P 22 

○ 第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

  競技役員等養成基本計画                      ・・・P 23、24 
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競技運営専門委員会で主に審議等を行う事項（案）  

  

 

１． 実施競技の選定立案に関すること 

・実施競技選択基本方針（2022 年：開催９年前） 

・国スポ公開競技・デモスポ実施競技及び、障スポ・障スポオープン実施

競技の検討・選定（2022 年～2024 年：開催９～７年前） 

 

２． 競技の企画運営の計画立案に関すること 

 ・競技運営基本方針（2022 年：開催９年前） 

 

３． 競技役員等の養成・編成の計画策定に関すること 

 ・審判員・要資格運営員養成計画（2022 年：開催９年前） 

 

４． 競技用具の整備計画立案に関すること 

 ・競技用具整備基本方針（2022 年：開催９年前） 

 ・競技用具整備要項及び整備計画（2023 年：開催８年前から随時） 

 

５． デモンストレーションとしてのスポーツ行事、公開競技の計画策定に関すること 

・公開競技・デモンストレーションスポーツ実施基本方針 

（2022 年：開催９年前） 

 

６． その他競技に係る事項の計画策定に関すること 

 ・リハーサル大会開催基準要項（2027 年：開催４年前） 

 ・リハーサル大会（2030 年～2031 年：開催１年前～開催年） 

 

  ※（   ）は審議予定期間 
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競技運営専門委員会の主な審議事項のスケジュール（案）

年 度 大会実施に関すること 競技役員の養成等 競技運営・競技用具整備

2021年
開催10年前

2022年
開催９年前

2023年
開催８年前

2024年
開催７年前

2025年
開催６年前

2026年
開催５年前

2027年
開催４年前

2028年
開催３年前

2029年
開催２年前

2030年
開催１年前

2031年
（開催年）

第82～85回 国スポ
「正式競技」の決定（日スポ協）
※４年毎の見直し R4.３月頃

リハーサル大会開催基準要項

国スポ「公開競技」の決定

全障スポ「実施競技」の決定
（日障スポ協）

国スポ「デモスポ」・障スポオープンの決定

競技運営基本方針

第85回国民スポーツ大会・第30回全国障害者スポーツ大会 開催

全障スポ リハーサル大会（プレ大会）

・国スポ公開競技・デモスポ実

施競技の検討・選定

・障スポ・障スポオープン

実施競技の検討・選定

開催内定

中央競技団体の正規視察

・編成基本方針
・養成基本方針
・養成基本計画

競技用具整備基本方針

実施競技選択基本方針

公開・デモスポ実施基本方針

競技役員基礎調査

審判員・要資格
運営員養成計画

開
催
８
年
前
よ
り
競
技
役
員
等
の
養
成

開催決定

国スポ正式競技 リハーサル大会（プレ大会）

会場地総合視察

競技用具整備要項

各
競
技
に
お
い
て
適
宜
整
備

競技用具整備計画











第85回国民スポーツ大会・第30回全国障害者スポーツ大会
競技役員等養成（案）について

年 度 日時 国スポ・障スポ準備委員会 競技団体（国スポ）

2021年
令和３年

11月

１月

奈良県準備委員会設立

●第１回常任委員会
・競技役員等編成基本方針
・競技役員等養成基本方針
・競技役員等養成基本計画 決定

◎第１回競技運営専門委員会
・競技役員等の養成について（案）

2022年
令和４年

４月

6月末

●競技団体担当者会議
・基礎調査について説明
競技役員のうち、審判員、要資格
運営員数の県内状況調査及び
近府県の派遣可能数の調査。

７月

８月

●事務局にて基礎調査まとめ
・審判員・要資格運営員養成計画
（案）作成

●第２回競技運営専門委員会
・審判員・要資格運営員養成計画
（案）決定

●第２回常任委員会
・審判員・要資格運営員養成計画
決定

2023年
令和５年

（開催８年前）

４月～

開催年まで

8

○基本的な考え方
第85回国民スポーツ大会・第30回全国障害者スポーツ大会競技役員等養成基本方針及び基本計
画により、2023年度から計画的に両大会開催時までの８年間で不足している競技役員等を養成してい
くため、各競技役員等を養成する。

基礎調査書
作成

6月末提出

競技団体ごとに
審判員等養成開始

※障スポの競技役員等養成については、開催５年前から計画及び養成となる予定
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決定した方針等 
 

 

 

 

 

 

 













第８５回国民スポーツ大会・第３０回全国障害者スポーツ大会

奈良県準備委員会組織図

総
務
企
画

競
技
運
営

広
報･

県
民
運
動

宿
泊･

衛
生

輸
送･

交
通

式
典

警
備･

消
防

全
国
障
害
者

ス
ポ
ー
ツ
大
会

委
任

報
告

付 委
託 任

報
告

※今後設置する委員会

総会（年１回）

準備委員会

事務局
奈良県文化・教育・くらし創造部
国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会準備室

常任委員会（年２回程度）

専門委員会（必要に応じて開催）

総 会 ・大会開催に係る根幹的事項の審議・決定を行う最高機関
・開催基本方針、会則の制定、事業計画、予算・決算、常任委員会への委任事項等

常任委員会 ・実質的な施策の審議・決定を行う機関（専門委員会の設置及び委任・付託事項の審議決定）
・総会から委任された事項（開催基本計画、会場地・実施予定競技の選定等）の審議決定

専門委員会 ・分野ごとに常任委員会から委任・付託された事項（専門的な施策）を審議・調査
（必要に応じて設置。名称についても変更の場合あり）
総務企画・・・ 総合計画、会場地選定、施設整備方針・施設基準等
競技運営・・・ 大会実施競技、競技役員等の編成・養成、競技運営等
広報・県民運動・・・ 広報基本方針、愛称・スローガン、マスコット等の制定等
宿泊・衛生・・・ 宿泊・配宿、食事・弁当、医療救護対策等
輸送・交通・・・ 全国輸送、総合開会式の輸送、競技会場地等の輸送計画等
式典・・・ 開・閉会式、式典演技、式典音楽の計画等
警備・消防・・・ 開・閉会式、競技会場の警備、大会期間中の消防防災対策等
全国障害者スポーツ大会・・・ 大会の開催準備

募金・企業協賛推進委員会（特別委員会）・・・ 募金・企業協賛の推進に関する事項

※その他
必要に応じて設置

参 考

・特別委員会（必要に応じて開催）

募金・企業協賛推進委員会

15
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第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

開催基本方針 

 

１．基本方針 

第 85回国民スポーツ大会及び第 30回全国障害者スポーツ大会は、大会開催を契機

として、競技スポーツや地域スポーツの推進を図るとともに、県民の健康増進や生き

がいづくりに取り組みます。 

その中で、子どもから高齢者まで、障害の有無にかかわらず、全ての県民がスポー

ツを通して夢や希望を得られるように、大会を一過性のイベントに終わらせず、大会

開催を契機とした、さらなるスポーツの振興と環境の充実に取り組みます。 

これらの取り組みを通じて、「だれもが、いつでも、どこでも」スポーツに親しめる

環境を整備し、「活き活きと安心して健やかに暮らせる健康長寿の奈良県」の実現を目

指します。 

また、世界に誇る多くの歴史文化遺産や四季の美しい自然をはじめとした多彩な魅

力を、県民総出のおもてなしで、全国に向けて発信します。 

このような取組を、大会の成功に向けて、全ての市町村及び競技団体、関係団体・

機関の協力と創意工夫のもと、県内一丸となって進めていきます。 

 

２．実施目標 

（１）スポーツを支える仕組みづくり 

 トップアスリートの指導者だけでなく、地域のスポーツ指導者やボランティアな

ど、スポーツを支える人たちが、スポーツの楽しさや喜びを伝え、選手を導けるよう

に、教育分野やスポーツ医・科学等とも連携・協力し、スポーツを支える仕組みづく

りに取り組みます。 

（２）県民に夢と感動を届ける競技スポーツの推進 

 県民が夢や感動を得ることができる大会になるよう、奈良県で活躍する選手を育

成するとともに、子どもをはじめ多くの県民が、一流のスポーツに触れ、憧れ、自ら

も取り組むことができる競技施設を整備します。 

（３）だれもがスポーツに親しめる地域スポーツの推進 

 障害の有無や年齢などにかかわらず、だれもがいつでも運動・スポーツに親しめる

身近な環境を整備するとともに、スポーツの楽しさや喜びを広め、県民の生涯を通じ

た幅広いスポーツ活動に繋げていきます。 

（４）奈良県の魅力を全国に発信 

 自然や文化など地域の魅力がスポーツと繋がり、さらに新たな魅力を創出できる

よう、県、市町村等が連携・協力し、地域の賑わいづくりに取り組みます。 

令和３（2021）年 11 月 24 日 

第 １ 回 総 会  決 定 
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総会から常任委員会への委任事項 

 

 第 85 回国民スポーツ大会・第 30 回全国障害者スポーツ大会奈良県準備委員会

会則（以下「会則」という。）第 11 条第４項第５号の規定に基づく常任委員会へ

の委任事項は、次のとおりとする。 

 

１ 大会開催に関する方針（会則第 11 条第４項第１号を除く。）及び基本計画に 

関すること 

 

２ 会場地市町村及び競技施設の選定に関すること 

 

３ 総合開・閉会式会場の選定に関すること 

 

４ 県及び会場地市町村の業務分担及び経費負担に関すること 

 

５ 競技施設及び用具等の整備計画に関すること 

 

６ 競技の企画及び運営に関すること 

 

７ 大会実施競技に関すること 

 

８ 競技役員等の養成及び編成に関すること 

 

９ 広報及び県民運動に関すること 

 

10 宿泊及び衛生に関すること 

 

11 輸送及び交通に関すること 

 

12 警備、消防防災及び医療救護に関すること 

 

13 式典の企画及び運営に関すること 

 

14 その他開催準備に関すること 

 

令和３（2021）年 11 月 24 日 

第 １ 回 総 会  決 定 
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第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

奈良県準備委員会専門委員会規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会

奈良県準備委員会会則第 13条第３項の規定に基づき、専門委員会（以下「委員

会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 

（委員会の種類等） 

第２条 委員会の種類並びに常任委員会からの付託事項及び委任事項は、別表のと

おりとする。 
 

（役員） 

第３条 委員会に次の役員を置く。 

(1) 委員長  １名 

(2) 副委員長 若干名 

２ 委員長及び副委員長は、第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポー

ツ大会奈良県準備委員会の会長（以下「会長」という。）が委嘱する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、副委員長がその職

務を代理する。 
 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

３ 委員会は必要があるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明を

聴くことができる。 
 

（部会） 

第５条 委員会は、運営上必要があるときは、部会を設けることができる。 

２ 部会の委員は、会長が委嘱する。 

３ 部会に関する事項は、委員長が定める。 
 

（委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、当該委

員会の委員長が会長の承認を得て別に定める。 
 

附則 

 この規程は、令和３年１１月２４日から施行する。 
 この規程は、令和４年１月６日から施行する。 

令和３（2021）年 11 月 24 日 

第 １ 回 常 任 委 員 会  決 定 
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別表（第２条関係） 
 

種類 付託事項 委任事項 

総務企画       

１ 総合的な方針・計画の立案に

関すること。 

２ 会場地の選定に関すること。 

３ 総合開・閉会式の選定に関す

ること。 

４ 県及び会場地市町村の業務

分担・経費負担に関すること。 

５ 競技施設等の整備計画に関

すること。 

６ 情報通信施設の整備計画に

関すること。 

７ 他の専門委員会に属さない

重要な事項に関すること。 

１ 総合的な計画の推進に関する

こと。 

２ 競技施設基準に関すること。 

３ 競技施設の整備計画の推進に

関すること。 

４ 情報通信施設の整備計画の推

進に関すること。 

５ 文化プログラムに関するこ

と。 

６ 他の専門委員会に属さない事

項の推進に関すること。 

  

競技運営 

１ 実施競技の選定立案に関す

ること。 

２ 競技の企画運営の計画立案

に関すること。 

３ 競技役員等の養成・編成の計

画策定に関すること。 

４ 競技用具の整備計画立案に

関すること。 

５ デモンストレーションとし

てのスポーツ行事、公開競技の

計画策定に関すること。 

６ その他競技に係る事項の計

画策定に関すること。 

  

１ 競技運営に係る計画の推進に

関すること。 

２ 競技役員等の養成・編成の推

進に関すること。 

３ 競技用具の整備に係る事項の

推進に関すること。 

４ デモンストレーションとして

のスポーツ行事、公開競技の推

進に関すること。 

５ 競技記録集計処理の推進に関

すること。 

６ リハーサル大会の推進に関す

ること。 

７ その他競技に係る事項の推進

に関すること。 

 
 ＊ 付託事項：付託された事項を調査、審議すること。 

＊ 委任事項：委任された事項を決議すること。 
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第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

競技役員等編成基本方針 

 

第 85 回国民スポーツ大会（以下「国スポ」という。）及び第 30 回全国障害者スポーツ大会

（以下「障スポ」という。）における競技役員等の編成は、両大会における競技会の運営が円

滑に行われるよう、次の方針に基づき実施する。 

 

１ 基本方針 

（１）国スポの競技役員の編成は、公益財団法人日本スポーツ協会の定める「国民体育大会

開催基準要項（以下「要項」という。）」及び同細則並びに「国民体育大会各競技会開催に

あたる競技役員編成基準」に基づき、競技運営専門委員会（以下「専門委員会」という。）

において審議を行い、会場地市町村及び県・中央競技団体と十分協議し、常任委員会に

おいて決定する。 

   なお、障スポの競技役員の編成は、専門委員会において審議を行い、会場地市町村、

競技団体と十分協議し、常任委員会において決定する。 

（２）競技役員等の編成は、１人１競技を原則とし、県及び地域スポーツの普及・振興を図

るため、できる限り県内役員とし、競技団体及び会場地市町村の実情に即し、必要最低

限の数により最大の効果をあげることができるよう適正な配置を行う。 

（３）競技役員の編成は、競技団体及び会場地市町村関係者のみならず、広く県民の積極的

な参加と協力が得られるよう配慮する。 

 

２ 競技役員等の種類、定義及び編成方法 

（１）競技役員等の種類、定義及び編成方法は、次のとおりとする。 

 ア 主に競技会（試合等）運営に携わる役職 

役職名 定義 編成方法 

 

競技会役員 

要項第 23項第 2号 

の規程に該当する者 

（国スポのみ） 

名誉会長、会長、副会長、顧問、参与、委員長、 

副委員長及び委員とする。 

  

 競 

技 

役 

員 

 

審判員 

直接競技の審判に 

携わる者 

原則として、県内有資格者をもって編成すること 

とし、必要に応じて中央及び近府県競技団体関係 

者を含めて編成する。 

 

運営員 

直接競技会の運営に 

携わる者 

（審判員を除く） 

原則として、県競技団体関係者と会場地市町村 

関係者をもって編成することとし、必要に応じて 

中央及び近府県競技団体関係者を含めて編成する。 

競技補助員 競技役員の業務の 

補助に携わる者 

会場地市町村及び周辺市町村に在住する当該関係 

者をもって編成する。 

 

令和３（2021）年 11 月 24 日 

第１回常任委員会  決定 
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 イ 主に競技会場運営に携わる役職 

役職名 定義 編成方法 

 

競技会係員 

宿泊、輸送、歓迎、駐車場 

等の競技会を支援する間接 

的な業務に携わる者 

 

会場地市町村関係者等をもって編成する。 

競技会補助員 
競技会係員の業務の補助に 

携わる者 

会場地市町村及び周辺市町村に在住する 

者をもって編成する。 

（２）競技役員等の編成案は、会場地市町村が競技団体等と協議のうえ作成し、専門委員会

において審議を行い、常任委員会において決定する。 

 

３ 競技役員等の調整 

競技役員等の編成にあたり、重複して他の競技役員や関係役員（監督、コーチ、選手及び

集団演技関係役員等）となる可能性がある場合は、原則として次により関係者が協議して

調整する。 

（１）監督、コーチ及び選手と競技役員等の重複については、監督、コーチ及び選手を優先

する。 

（２）２競技以上にわたる競技役員等の重複については、その業務内容により、関係者が協

議して調整する。 

（３）同一競技における競技役員等の重複については、その業務内容により認める。 

（４）開・閉会式及び集団演技関係役員等と競技役員等の重複については、その業務内容に

より認める。 

 

４ 業務内容 

競技役員のうち、競技役員、競技補助員、競技会係員及び競技会補助員の想定される業務

内容は、概ね次のとおりとする。 

（１）主に競技会（試合等）運営に係る業務内容 

役職名 業務内容 

 競 

 技 

 役 

 員 

審判員 
 

総務、運営、審判、記録、出発、監察、放送、招集、掲示、進行、 

報道、表彰、救護、得点掲示、記録送受信、総合成績計算、会場 等 
運営員 

競技補助員 競技役員の業務を補助する。 

（２）主に競技会場運営に係る業務内容 

役職名 業務内容 

競技会係員 総括、総務、受付案内、接待、宿泊、輸送、会場整理、警備、施設管理 

会場美化、練習会場、駐車場、弁当、入場券販売、プログラム販売 等 

競技会補助員 競技会係員の業務を補助する。 
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第 85 回国民スポーツ大会・第 30 回全国障害者スポーツ大会 

競技役員等養成基本方針 

 

 

第 85 回国民スポーツ大会及び第 30 回全国障害者スポーツ大会における競技

役員等の養成は、競技会の円滑な運営と本県及び地域スポーツの一層の普及・

振興を図り、両大会後も各競技の普及・強化につなげるために、次の方針に基づ

いて計画的に推進する。 

 

１ 競技役員等については、中央競技団体と連携のうえ、できる限り県内有資

格者により必要人数を確保することを目標として養成する。 

 

２ 競技役員等は、円滑な競技会運営を図るため、各役員の負担軽減を考慮し、

１人１競技を原則として養成する。 

 

３ 競技役員等は、県、会場地市町村、競技団体等の業務分担を明確にし、十分

に連携を図りながら計画的に養成する。 

 

４ 資格が必要な競技役員については、資格取得及び資質の向上が必要となる

ことから、競技団体ごとに年次別養成計画を策定し養成する。 

 

５ 資格が必要のない競技役員等については、本県及び地域スポーツの普及・

振興を図るため、広く県民の積極的な参加と協力を呼びかけ、各競技会場及

びその周辺において、できる限り確保できるよう養成する。 

 

令和３（2021）年 11 月 24 日 

第 １回常任委員会  決定 
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第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会 

競技役員等養成基本計画 

 

第 85 回国民スポーツ大会及び第 30 回全国障害者スポーツ大会の競技運営に当たる競技

役員等の養成につては、「第 85 回国民スポーツ大会・第 30 回全国障害者スポーツ大会競技

役員等編成基本方針」及び「第 85回国民スポーツ大会・第 30回全国障害者スポーツ大会競

技役員等養成基本方針」に基づき、「第 85 回国民スポーツ大会・第 30 回全国障害者スポー

ツ大会競技役員等養成基本計画」を作成し、計画的かつ円滑な事業の推進を図る。 

 

１ 養成対象 

  競技役員（審判員・運営員）、競技補助員、競技会係員及び競技会補助員を養成の対象

とする。 

 

２ 業務分担 

（１）競技役員（審判員・運営員）及び競技補助員については、競技団体がその養成を行う。 

（２）競技会係員及び競技会補助員については、県又は会場地市町村が関係団体と十分協議

し、その養成を行う。 

（３）県は、競技団体及び会場地市町村と連携を図り、競技役員等の養成計画の推進に努める。 

 

３ 養成方法 

（１）競技役員（審判員・運営員）の養成方法については、次のとおりとする。 

  ア 県内講師による県内講習会 

  イ 中央及びブロックの競技団体講師による県内講習会 

  ウ 中央及びブロックの競技団体主催の講習会への派遣 

  エ 中央及びブロックの競技団体主催の大会への派遣 

（２）競技補助員、競技会係員及び競技会補助員の養成方法については次のとおりとする。 

  ア 県内講師による県内講習会 

  イ 中央及びブロックの競技団体講師による県内講習会 

令和３（2021）年 11 月 24 日 

第１回常任委員会  決定 
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４ 養成スケジュール 

8年前 7年前 6年前 5年前 4年前 3年前 2年前 1年前 開催年

中央講習会等派遣

県内講習会

競技

団体

要資格
運営員

中央講習会等派遣

県内講習会

競技

団体

その他の
運営員

中央講習会等派遣

県内講習会

競技

団体

県内講習会
競技

団体

県内講習会

会場地

市町村

県

県内講習会

会場地

市町村

県

競技会係員

競技会補助員

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度

　区分・養成方法・養成団体

2026 2027

競
技
役
員

運
営
員

審判員

2023 2024 2025

競技補助員

2028 2029 2030 2031

資格取得・資格維持・資質向上

資格取得・資格維持・資質向上

（障スポ）資格取得・資格維持・資質向上

（障スポ）資格取得・資格維持・資質向上

養成・資質向上

（障スポ）養成・資質向上

養成・資質向上

（障スポ）養成・資質向上

（障スポ）養成

養成

養成

（障スポ）養成

 

 

５ 養成計画 

  審判員及び資格が必要な運営員の具体的な養成計画は、各競技団体が別途作成すること

とし、事業の進捗状況をふまえて毎年見直しを行う。 

 


